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郊外都市のコンパクト化検討のための費用試算シートの試作 
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(1) 動機： 人口減少, 高齢化, 自動車依存の都市構

造, 環境負荷の低減, 自治体の財政状況の悪化

などの諸問題に対処するための都市構造の改善

策としてコンパクトシティが注目されて久しい. 一方, 
すでにバイパスなどの幹線道路沿道に大型店舗が

立地し, 病院や公共施設の郊外移転が進行した

状況で既存中心市街地への完全な回帰を図ること

も容易ではない. 都市のコンパクト化を実現するた

めには, 市街化の状況や施設配置, 交通網, 隣接

都市や上位計画との関係など種々の条件を考慮

する必要がある. 本研究では検討で得られた計画

案が財政的に実現可能な案であるかを簡易に試

算するシートの開発を試みた. 現況人口分布によ

り既存市街地や集約先市街地の提案をシートが行

い, 諸条件を勘案した計画案を入力すると, 市街

地の集約により軽減される年間維持管理費負担と

集約のために支出する新規整備費用とを比較して, 
整備費用を負担軽減分で回収できる年数を算出

する. 年数が過大であれば新規整備の規模を縮

小するなど計画案を見直す必要があることを示唆

する.  
(2) 方法： 都市空間を表計算ソフト Microsoft Excel 上

の 30×30 のセルで表現した. 各セルは国勢調査メ

ッシュデータの利用を考慮して一辺約 500m とした. 
入力データとしての既存人口分布は 2005 年国勢

調査の人口メッシュデータを用いた. パラメータとし

ては, 既存市街地抽出条件の人口密度(40 人/ha. 
本報告での設定値. 以下同様), 縮退地域抽出条

件の人口密度(20 人/ha), 集約先市街地の計画人

口密度(70 人/ha)を設定し, 既存市街地は人口が 1

割減, 既存市街地周辺の縮退地域は8割減, それ

以外の縮退地域は 9 割減と想定した.  
 年間維持管理費としては道路の維持管理(1.6 百

万円/セルおよび既存市街地からの距離に応じて

270 千円/km), 水道の維持管理(10 百万円/セルお

よび既存市街地からの距離に応じて 450 千円/km)
を考慮し, 新規開発コストは 6250 百万円/セルと設

定した. なお, 新規開発地域では新たに年間維持

管理費が発生するものの, これは道路に限定し, 
水道の維持管理費は老朽化によって発生するため

考慮しないこととした.  
(3) 適用地域と結果： 分析対象地は栃木県足利市を

中心とした地域を選定した. 当該地域は人口 10～

20 万人規模の都市が連坦し, 世帯あたり自動車保

有台数が多く, 通勤や私事での自動車利用も多い. 
市街地集約先地域の選定シナリオとして 3 通りを設

定し, その試算結果の人口分布や新規整備費用回

収までの年数を末尾にまとめた. 郊外化で市街化し

た既存市街地周縁部および商業施設の立地が進

む幹線道路沿道に市街地を集約するシナリオが最

も回収までの年数が短いとの試算結果を得た.  
(4) 使用したデータ： 

・ 「平成 17 年国勢調査 500mメッシュ男女別人口総

数及び世帯総数」地図で見る統計(統計 GIS) 
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シナリオ 1: 
国道 50 号沿道への集約 

 
人口 2 万 5 千人減 
新規整備費用回収 44 年 

シナリオ 2:国道沿道集約と 
既存市街地連坦の開発 

 
人口 2 万 3 千人減 
新規整備費用回収 39 年 

シナリオ 3:既存市街地 
再興型の市街地集約 

 
人口 2 万人減 
新規整備費用回収 50 年 


